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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

第43期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

株式会社

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（アドレスhttp://www.waseda-ac.co.jp/ir/date/notification.html）に掲載する
ことにより、ご提供しているものであります。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　２社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社野田学園
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社水戸アカデミー

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

・時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は総平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの
総平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
当社及び連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産除く）

定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに、平成28年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～60年

ロ．無形固定資産（リース資産除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して
おります。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段・・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・・借入金

ハ．ヘッジ方針
当社グループのデリバティブ取引は、金利変動リスクを回避することが目的であり、投機的な取
引は行わない方針であります。

ニ．ヘッジ有効性の評価の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引のみであるため、有効性の評価を省略しており
ます。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、３～８年間の均等償却を行っております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。
過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）
による定額法により按分した額を、発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給
付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

ロ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ16,571千円増
加しております。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建物 465,685千円
土地 1,561,288千円
借地権 17,516千円

計 2,044,489千円
　　　（上記に対応する債務）

１年内返済予定の長期借入金 98,000千円
長期借入金 18,000千円

計 116,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,586,746千円

⑶　当座貸越及びシンジケートローン契約額
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を、また当期の安定資
金を確保し財務基盤の強化を図るため、取引銀行７行と分割実行可能期間付シンジケートローン契約を締
結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及びシンジケートローン契約額 1,600,000千円
借入実行額 －千円
差引額 1,600,000千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 8,334,976株 －株 －株 8,334,976株

⑵　自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 133株 －株 －株 133株

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当支払等
　平成28年６月28日開催の第42回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 166,696千円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 平成28年 3 月31日
・効力発生日 平成28年 6 月29日

　平成28年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 83,348千円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 平成28年 9 月30日
・効力発生日 平成28年12月 1 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　平成29年６月28日開催の第43回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 166,696千円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 平成29年 3 月31日
・効力発生日 平成29年 6 月29日
・配当の原資 利益剰余金
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、元本の安全性を第一とし、流動性、収益性、リスク分散を考慮
した運用を行うものとしております。また、資金調達については銀行借入及び社債の発行等による方針
であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行い
ません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、未収
入金回収細則に従い、運営部において、月次単位で回収状況を把握する体制としております。
有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、経
理部において定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する体制としております。
差入保証金は、貸主の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、貸主の状況の変化を把
握できる体制となっております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、その大半が１ヶ月以内の支払期日であります。
長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達であり、償還日は決算日後最長で１年半後であります。変
動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、この大半については、支払金利の変動リ
スクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）
をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処
理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。
デリバティブ取引の執行については、個別契約ごとに取締役会による承認を得て実行されており、ま
た、デリバティブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために、当社グループと取引のある格付の
高い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社ごとに月次単
位で資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採
用することにより当該価額が変動することもあります。また、「⑵　金融商品の時価等に関する事項」
におけるデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注）
２．参照）

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
⑴現金及び預金 2,265,737 2,265,737 －
⑵営業未収入金 1,131,795
　　貸倒引当金※1 △16,083

1,115,711 1,115,711 －
⑶有価証券及び投資有価証券 817,492 817,492 －
⑷差入保証金 2,135,789 1,916,485 △219,303

資産計 6,334,731 6,115,427 △219,303
⑴支払手形及び買掛金 205,072 205,072 －
⑵長期借入金※2 116,000 114,703 △1,296

負債計 321,072 319,775 △1,296
デリバティブ取引 － － －

※１．営業未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。
※２．長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴現金及び預金、並びに⑵営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。なお、営業未収入金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を
信用リスクとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。
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⑶有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式は金融商品取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示
された価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価
との差額は以下のとおりであります。

種類
当連結会計年度（平成29年３月31日）

連結貸借対照表計上額
(千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

⑴株式 715,991 431,150 284,840
⑵債券

社債 101,501 100,000 1,501
小計 817,492 531,150 286,341

合計 817,492 531,150 286,341
※１．当連結会計年度において、減損処理は行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全
て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し
て必要と認められた額について減損処理を行っております。

※２．非上場株式（連結貸借対照表計上額13,321千円）については、市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められることから、上表の「⑶有価証券及び投資有価証券」には含めてお
りません。

⑷差入保証金
これらは主として校舎の賃借先に差入れているものであり、その運営が長期の展開となるため、返還時
期は長期間経過後となります。これらの時価については、返還時期の見積もりを行い、返還までの期間
に対応した国債利回りに信用リスクを加味した割引率で将来キャッシュ・フローの見積額を割り引いて
算定しております。

負債
⑴支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑵長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と
されており（下記デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法に
よっております。
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デリバティブ取引
①　ヘッジ会計の適用のないもの

該当事項はありません。
②　ヘッジ会計の適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結貸借対照表における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、
次のとおりであります。

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
当連結会計年度（平成29年３月31日）

契約額等（千円） 契約額等のうち
１年超（千円） 時価（千円)

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 116,000 18,000 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（⑵長期借入金参照）

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 　13,321
これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず時価を把握
することが極めて困難と認められることから、「⑶有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

－ 8 －
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７．賃貸等不動産に関する注記
当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等（土
地を含む。）を有しております。当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度の増減額及び
時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

535,548 △3,937 531,611 560,232
(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。
２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等

に基づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等
（指標等用いて調整を行ったものを含む。）であります。
また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は次のとおりであります。

賃貸収益
（千円）

賃貸費用
（千円）

差額
（千円）

その他（売却損益等）
（千円）

賃貸等不動産 44,084 24,187 19,897 －

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 844円71銭
１株当たり当期純利益金額 81円56銭

－ 9 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式

総平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平
均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
総平均法による原価法を採用しております。

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算
定）を採用しております。

⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに、平成28年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ３年～60年
構築物 10年～20年
工具、器具及び備品 ３年～18年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

－ 10 －
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③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による
定額法により按分した額を、発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。な
お、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

⑸　売上高計上基準
授業料・講習会・合宿等………受講期間に対応して収益計上しております。
教材収入…………………………教材提供時に収益計上しております。
入塾金収入………………………現金受領時に収益計上しております。

⑹　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段・・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・・借入金

③　ヘッジ方針
当社のデリバティブ取引は、金利変動リスクを回避することが目的であり、投機的な取引は行わない
方針であります。

④　ヘッジ有効性の評価の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引のみであるため、有効性の評価を省略しております。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、３年間の均等償却を行っております。

⑻　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 11 －
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物
附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ16,188千円増加しておりま
す。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建物 304,517千円
土地 1,332,566千円
借地権 17,516千円
　計 1,654,599千円
(上記に対応する債務)
１年内返済予定の長期借入金 70,000千円
　計 70,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,466,784千円

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 3,811千円
短期金銭債務 10,120千円
長期金銭債務 47,905千円

⑷　シンジケートローン契約
当社は、当期の安定資金を確保し財務基盤の強化を図るため、取引銀行７行と分割実行可能期間付シンジ
ケートローン契約を締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、次のとおり
であります。

シンジケートローン契約額 1,500,000千円
借入実行額 －千円
差引額 1,500,000千円

－ 12 －
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５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引

営業取引による取引高 60,782千円
営業取引以外の取引高 28,711千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 133株 －株 －株 133株

７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

流動資産
（繰延税金資産）
賞与引当金 144,685千円
未払事業税 36,389千円
その他 43,317千円
　繰延税金資産小計 224,392千円
　評価性引当額 △2,639千円
　繰延税金資産合計 221,752千円

固定資産
（繰延税金資産）
貸倒引当金繰入超過額 3,291千円
退職給付引当金 234,602千円
関係会社株式評価損 220,351千円
資産除去債務 329,122千円
その他 45,799千円
　繰延税金資産小計 833,168千円
　評価性引当額 △253,768千円
　繰延税金資産合計 579,399千円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △87,677千円
資産除去債務に対応する資産 △236,924千円
　繰延税金負債合計 △324,602千円
　繰延税金資産（固定）純額 254,797千円
　繰延税金資産の純額 476,549千円

－ 13 －
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 30.86 ％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.95
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.13
住民税均等割等 6.68
その他 △0.34
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.02

８．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

⑵　退職給付債務に関する事項
退職給付債務 868,092千円
未認識過去勤務費用 △75,749千円
未認識数理計算上の差異 △26,168千円
退職給付引当金 766,174千円

⑶　退職給付費用に関する事項
勤務費用 60,816千円
利息費用 8,474千円
過去勤務費用の費用処理額 30,299千円
数理計算上の差異の費用処理額 4,388千円
退職給付費用 合計 103,978千円

⑷　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
割引率 1.0％
過去勤務費用の処理年数 8年
数理計算上の差異の処理年数 8年

－ 14 －
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９．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等については、所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。

10．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子会社 ㈱ 野 田 学 園 直接
100.0％

業務受託
役員の兼任

不動産の賃貸借

管理・運営部門業務、経営
管理体制構築の協力支援 12,000 そ の 他 1,080

授 業 料 収 入 1,425 営 業 未 収 入 金 －

事務所の賃貸借に対する
保 証 金 の 受 領 5,878 預 り 保 証 金 47,905

事務所の賃貸借解約に対
す る 保 証 金 の 返 還 2,736

未 払 金 4,366
固 定 資 産 の 譲 受 1,509

受 取 家 賃 59,145 前 受 金 5,754

子会社
㈱ 水 戸
ア カ デ ミ ー

直接
100.0％

業務受託
役員の兼任

商品等の販売

管 理 ・ 運 営 部 門 業 務 の
助 言 指 導 14,100

そ の 他 1,170
商 品 等 の 販 売 552

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．業務受託に対する報酬額につきましては、受託業務内容及び雇用条件等を勘案し、協議の上、社内

規程で定められた手順に則り決定しております。
２．不動産の賃料につきましては、近隣の実勢価格を勘案し、協議の上、社内規程で定められた手順に

則り決定しております。
３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。

11．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額 811円83銭
　　１株当たり当期純利益金額 71円40銭
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